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序　　　　　文

ラオス国小児感染症予防プロジェクト（以下プロジェクトという）は、同国における予防接種水

準の向上を図るため拡大予防接種計画（EPI： The Expanded Programme on Immunization）へ

の住民の参加をよりいっそう強化させることを目的に 1998 年 10 月から 3 年間の予定で実施され、

今回、約 1 年を経過したところで今までの活動を関係機関と合同で確認を行い、今後の対処方針

および来年度の計画を策定するための協議をするため、吉武克宏 国立国際医療センター国際医療

協力局派遣協力第一課長が団長として 1999 年 10 月 12 日より 19 日まで派遣されました。

調査団は保健省副大臣を代表とするラオス人民民主共和国関係者とプロジェクトチームとの合

同委員会に出席し、その結果についてミニッツにとりまとめ、署名を行いました。

本報告書は、その調査結果を取りまとめたものです。

ここに、本調査にご協力を賜りました関係各位に深甚なる感謝の意を表しますとともに、プロ

ジェクトの効果的な実施のために、今後とも、ご指導、ご鞭撻をお願い申しあげます。

平成1 1 年 11 月

国 際 協力事業団　　　

医療協力部長　遠藤　　明　
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1．運営指導調査団派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と略す）における乳児死亡率、幼児死亡率とも途上国

のなかでも最悪に近い水準である。乳児死亡の原因には、予防接種により発症を防ぐことのでき

る麻疹、新生児破傷風、ジフテリア等の感染症が多く含まれている。

また、死亡のみならず障害も高く、年間 500 名以上のポリオの患者が発生していた。

1982 年に本格的な予防接種が開始されたラオスでは、その後予防接種サービスの普及が遅々と

して発展しなかったため、1993 年 4 月の首相令により拡大予防接種計画（以下、EPI ／ Expanded

Programme on Immunization）が施行された。

これに協力する形で、1992 年より JICA 公衆衛生プロジェクトのなかでのEPI 支援が行われた。

特にポリオについては、このプロジェクトの実施によりポリオワクチンの全国一斉投与、サーベ

イランス体制の整備等、ポリオ根絶への道筋が敷かれ、ラオスにおいてもWHO が提唱する西暦

2000 年までのポリオ根絶が実現可能なものとなりつつある。

このような状況のもと、ラオス政府は、ポリオ根絶を確実にするためのさらなる支援と EPI 活

動とサーベイランスを活用した、麻疹・新生児破傷風等の感染症予防活動の実践に重点を置いた、

プロジェクト方式技術協力をわが国に要請してきた。

それを受け、1998 年 10 月より、サーベイランスの強化を通じた EPI プログラムの質を高める

ことを目標とした、小児感染症予防プロジェクトを実施することになった。

今回、ちょうど約 1 年を経過したところで、今までの活動を関係機関と合同で確認を行い、今

後の対処方針および来年度の計画を策定するための協議をするため、吉武克宏 国立国際医療セン

ター国際医療協力局派遣協力課長を団長として、運営指導調査団を 10 月 12 日より 19 日まで派遣

することになった。

1 － 2　調査団の構成

　　　　担　当　　　 氏　名　　　　　　　　　　所　属

団長 総　　　括 吉武　克宏 国立国際医療センター国際医療協力局派遣協力課長

団員 感染症対策 増田　和茂 国立感染症研究所企画主幹

団員 協 力 企 画 松永　龍児 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課課長代理
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長野　誠司 二等書記官

2）JICA ラオス事務所

青木　真 所長

熊谷　信広 所員

3）小児感染症予防プロジェクト

黒岩　宙司 リーダー

森中　紘一 調整員

原田　恵津子 専門家

野口　奈佳恵 専門家

後藤　博文 専門家
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2．総　括

本プロジェクトは、これに先立つラオス公衆衛生プロジェクトから実施されてきたポリオ根絶

を中心に据えた予防接種拡大プロジェクトである。その根幹をなすポリオ根絶は、サーベイラン

ス指標がすでにWHO 基準をクリアしており、かつ 1996 年以来ラオスにおいて野生株ポリオウィ

ルスが検出されていないところから、根絶宣言が可能なレベルまで達してきたとみなされている。

特に本プロジェクトはWHO および UNICEF と組んだマルチ・バイ協調案件として、国際的に認

知された案件として、その目標（拡大予防接種計画（以下、EPI）プログラムの強化）達成につい

ては、内外からの期待は高い。

今回の運営指導調査にあたっては、プロジェクト日本人専門家との協議、WHO、UNICEF との

個別協議、それにラオス政府保健省、WHO、UNICEF、JICA 事務所、JICA 専門家からなる合同共

同会議で、プロジェクトの諸活動について協議を重ね、かつEPI 関連の諸施設を訪問調査した。以

上の結果を総括すると、以下のようなものである。

プロジェクト開始 1 年後の成果は総体的にいって、高いレベルに達しているといえる。すなわ

ち、急性弛緩性麻痺（AFP）サーベイランス指標はすでにWHO 基準に達した。またこのサーベイ

ランス手法は麻疹サーベイランスに活かされて、週ごとにケースレポートされるようになり、さ

らに IgM 検査を用いた流行状況調査が行われるようになった。またラオス特有のゾーンゼロ戦略

（保健医療施設にアクセス可能な地域ほど予防接種率が低いことに対する戦略）は、UNICEF の援

助資金の運用方法が効率化され、施設利用率が上がったこともプロジェクトの成果である。コー

ルドチェーン・ロジスティクスも日本人専門家の協力によりシステム化され、ワクチンの配布と

調達は効率化された。EPI 関連の資機材用の倉庫管理が整備され、EPI 活動全般のバックアップ体

制が整ったといえる。

課題としては、これまでの本プロジェクトの活動はかなりの部分が日本人専門家主導で行われ

てきた結果、ラオス側に受身の姿勢がめだつ。プロジェクトが 2 年目を迎えるにあたって、本プ

ロジェクトが 3 年で終了することを考慮すると、ラオス側の自立発展性へ向けた活動の主体性の

確立を図る必要がある。特にポリオ根絶宣言後の活動の持続は財政的、人的資源の投入を相当期

間必要としている。ラオス政府の断固とした施策を促す支援が必須である。

個別的な課題をいえば、予防接種率の向上と安定化は努力を必要とする。さらには EPI 活動や

サーベイランスの手薄なラオス周辺国との国境地域への対策、麻疹対策の具体的な戦略づくり、

ゾーンゼロ戦略の具体的なプログラム化、コールドチェーンの維持整備体制の制作化、ワクチン

調達のシステム化などが課題である。特に EPI 諸活動のラオス政府保健省の予算化は、現在ほと

んどの経費をドナーに依存している状態から、少しでも自前の予算にさせていく努力は、WHO、
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UNICEF とも協議を積み重ねて政府に促していかねばならない。この国の援助依存体質を恒常化

させない努力は、後年、厳しく問われることを関係者は意識しておかなければならない。
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3．プロジェクトの進捗状況

3 － 1　ポリオ根絶

ラオス国内では 1996 年に最後のポリオ症例が確認されて以来、現在までのところ約 3 年 3 カ月

にわたりポリオの発生はなく、現在までのポリオ撲滅のための努力は評価できる。たとえWHO 西

太平洋地域事務所（以下、WPRO）管内のポリオ根絶が達成されたとしても、今後とも、ポリオが

世界から根絶されるまで努力するよう、感染研として希望するとともに協力を惜しまない旨、合

同委員会（以下、JCC）の席上で発言した。

また、急性弛緩性麻痺（以下、AFP）サーベイランスの報告に関して、1999 年 9 月 18 日の時点

で、本年 1 月以降ラオス国内のAFP 症例 69 例がWPRO のポリオサーベイランス事務局に報告さ

れているが、Compatible 症例が今年になって 1 例も報告されていない点から、AFP サーベイラン

スの精度に問題があるのではと指摘したところ、Compatible 症例 1 例のビデオ紹介があり、今後

国内判定委員会で十分検討する予定であるとのことであった。

またJCC 会議に出席していたWHO ラオス事務所のDr. Baoping（拡大予防接種計画（以下、EPI）

オフィサー）からは、この症例はWHO としても把握しており今後判定委員会で検討されるとの補

足があった。

本プロジェクトが開始してのち、これに先立つ公衆衛生プロジェクトから実施されてきたポリ

オ根絶のためのAFP サーベイランス指標は、WHO の基準に達した（非ポリオAFP 率＞1 ／100000、

適性便検体提出率＞ 80％、便検体からの野生株検出：0）。一方、1996 年以来、野生株ポリオ症例

は現在に至るまで 1 例も出ていない。この結果プロジェクトの上位目標であるWPRO での 2000 年

の根絶宣言が可能という見通しが立ってきた。プロジェクトではAFP 症例をすべてビデオに記録

して、最終判定のために、ラオス・ポリオ根絶委員会へ提出している。1998 年のバイバイポリオ・

キャンペーンを皮切りに広報活動が積極的に行われた結果、本プロジェクトがメディアに頻繁に

取り上げられるなど、ポリオ根絶の気運は盛り上がってきている。

このポリオ根絶に向けた活動は、WHO からの技術的指導によるところも大きい。特に計画策定、

対策実施に対しては常にWHO と連絡をとりつつ行われている。AFP 症例のウィルス検査のため

のリファレンスラボ（日本の国立感染症研究所）への便検体送付は、WHO が担当している。

3 － 2　麻疹サーベイランス

AFP サーベイランスで開発された週ごとの症例報告手法をもとに、はじめて IgM 抗体検査を用

いた流行状況調査が実施されるようになった。また都市部ビエンチャンにおける年齢別麻疹抗体

陽性率が明らかになり、麻疹ワクチン接種対象人口の決定等、今後の麻疹対策に資する有用な情
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報も得られていた。

麻疹のパイロットキャンペーンが西暦 2000 年 3 月から、他国の援助によりモデル県で実施され

ることになっているが、JICA 現地プロジェクトチームでは、本キャンペーン実施により、ラオス

側スタッフの労力が割かれたり負担になることにより、ポリオ根絶に影響が出ることを懸念して

いた。

国境を接する隣国ミャンマーで今年になって数例ポリオ症例が確認されていることから、たと

えラオス国内あるいはWPRO 管内でポリオ根絶が確認されても、「世界根絶宣言の日」まで決して

気を緩めることなく、WHO の four － pronged strategies を確実に継続して実施する必要がある

ことを指摘し、ラオス側もその必要性について理解はしているという感触は得られた。

なお、調査団の帰国直後の 10 月 18 日から 1 週間、WPRO および米国CDC のスタッフがラオス

を訪問し、JICA、UNICEF 等 JCC メンバーとラオスにおける具体的な麻疹コントロール計画につ

いての協議が予定されていた。

3 － 3　母子保健ゾーンゼロ・ソーシャル・モビライゼーション戦略

保険医療施設へのアクセスの難易により、地域をゾーン別 4 段階に区分けしてある。これはラ

オス特有のシステムである。ゾーンゼロは保健医療施設に徒歩でアクセス可能な地域で、最も恵

まれた地域といえる。逆にゾーン 3 は、保健医療施設へはどんな交通手段を使っても日帰りは不

可能な区域を指しており、保健医療サービスに最も恵まれない地域といえる。

現実にはゾーンゼロが最も予防接種率が低いというのが現状である。このためゾーンゼロの保

健医療施設の受診率を高めるために、特別の戦略が立てられ、対策が実施されている（ソーシャ

ル・モビライゼーション戦略）。ゾーンゼロにおいては住民が自ら保健医療施設に出かけて予防接

種を受けなければならないが、住民の意識の低さと保健医療施設のサービスが貧弱である理由な

どから、住民が保健医療施設を受信しないために、結果として、この地域は予防接種率が低い。一

方ゾーンゼロ以外は保健医療施設に恵まれないという理由で、予防接種はモーバイルサービスと

して、プロバイダーが地域に赴いて住民にサービスが提供されている。結果、比較的高い接種率

が得られている。

このゾーンゼロ戦略への支援もEPI の強化策として JICA の技術協力のひとつとなっており、保

健婦専門家がこれを担当している。JICA の活動としてはゾーンゼロEPI 強化のパイロット地区で

あるルアンプラバンが技術協力の場となっている。一方ではこのゾーンゼロの保健医療施設であ

るディスペンサリーは保健省母子保健課の管轄にあるが、この部門の制作実施能力が低く、

UNICEF からの資金援助でさまざまな強化策がとられている。

ところが本プロジェクト母子保険専門家派遣開始時にはUNICEF からの資金援助が中断し、ゾー

ンゼロ対策の活動も中断していた。これはUNICEF の資金援助に対して県衛生局から会計報告が
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提出されていなかったために、資金援助が中断されたからである。これに対して日本人専門家が

会計報告作成、年間予算支出計画作成、予算請求方法等につき指導した結果、UNICEF から資金

援助が再開されて、活動が活性化されてきた。

パイロット地区での活動はKnowledge, Attltudes and Practices（以下、KAP）サーベイによる

住民の意識調査、保健教育イベントの開催、県の行政官と実務者（母子健康手帳（MCH）スタッフ）

との協議などを専門家の指導で実施して、保健医療施設の住民の利用を高める努力がなされてい

る。
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4．課題と問題点

4 － 1　ポリオ根絶

WHO の South East Asian Region Office（SEARO）のラオス国境沿い（ミャンマー・タイ）で

野生株ポリオが発生した場合の対策がいまだ策定されていない。1999 年 4 月にミャンマーのラオ

ス国境付近で野生株症例が発生したとの報告があった。この点はWHO との協議でも話題になっ

た。WHO は SEARO と連絡をとる体制をとり、詳しい情報を得たいと言っていた。UNICEF は同

じアジア担当地域なので、いつでもその国のUNICEF 事務所と連絡がとれると言っていた。ラオ

スは大使館を通じて対象国と連絡をとりたいと言っていた。2000 年、ラオス保健省は 1 月、2 月

にラオス領内ミャンマー国境沿いの地域で部分的ポリオワクチン一斉投与（以下、SNID）を実施

する予定とも言っていた。いずれにしてもポリオ根絶が失敗する場合は、国境付近での発生の可

能性が最も高い。具体的な対策が必要である。近々、これらの点に関して近隣諸国との連絡会議

を開きたいと言っていたが、有効な対策が立てられることを期待したい。

また、ポリオ根絶宣言後の施策もきわめて重要である。急性弛緩性麻痺（以下、AFP）サーベイ

ランスの実施、予防接種率の向上を図る努力など、継続・強化していく必要がある。JICA からの

技術協力は 2002 年まで続くが、協力期間の終了後は、組織的・予算的投入を保健省独自で行って

いく必要がある。特にワクチンの購入についての予算措置につき、今後数年以上は確保する長期

的計画を立てる必要がある。可能性としては、日本からの協力終了後はほかのドナーからの資金

援助が要請されるであろうが、その時のドナーとなる可能性の高いUNICEF やWHO とは今のう

ちから、援助依存的体質に陥らせないように、ラオス自身の自立発展継続性について協議してお

く必要がある。いったん援助依存的体質に陥ってしまったら、不測の事態に対処しようがなくな

り、せっかくの根絶計画が失敗する可能性が高い。

4 － 2　麻疹サーベイランス

本プロジェクトでは予防接種事業全般の強化という意味で、麻疹への対策強化が図られている

が、これは将来に向けた初期段階への支援である。つまり将来的な麻疹対策にポリオ対策の経験

を結び付けておく試験的な試みである。いまだ麻疹対策については国際的なコンセンサスが確立

されていない段階である。本プロジェクトの活動は決して麻疹根絶に向けた協力ではない。あく

までも本プロジェクトの中心はポリオ根絶へ向けられていることは関係化各位へ周知徹底させる

必要がある。
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4 － 3　母子保健ゾーンゼロ・ソーシャル・モビライゼーション戦略

ゾーンゼロ対策の最大の問題点は、ゾーンゼロの担当部署である母子保健課の行政能力が弱い

点である。これはラオス側も相当意識している点であり、多分に保健省内の人事に関することで

あるために、JICA 側も内政問題としてどの程度、干渉していいものか判断が難しい。ゾーンゼロ

戦略が拡大予防接種計画（以下、EPI）事業強化のプロジェクト目標達成へ、どの程度重要かで判

断されるべきで、担当部署強化についての働きかけは、専門家の判断だけに頼らず、JICA 事務所、

大使館、JICA 本部と相談の上、慎重を期することが肝要である。

ゾーンゼロ対策に関するUNICEF からの資金援助については、日本側の関与は最小限にとどめ

るべきだ。あくまでも技術的支援の範囲内で協力するべきで、会計上の責任は被らないように注

意が肝要である。またこの分野への技術協力に際して、UNICEF からの協力と重なる部分がある

場合、UNICEF との相互の理解と連携を図ることが肝要である。

また、ゾーンゼロ対策についての技術協力がパイロット的にアンプラバンで行われているが、こ

こで得た成果を全国的にどのように展開するかは、このプロジェクトの継続性と発展性の上で、き

わめて重要な点である。専門家チームはこの点を十分に考慮して、技術協力終了後の成果の拡大

をカウンターパートおよび保健省に保証させなければならない。プロジェクトの後半に向けて、こ

の点の具体的な方策をそろそろ講じるときにきている。

なお本プロジェクトとは直接関係ないことではあるが、ラオス全体の人口の 10％前後しか保健

医療施設へのアクセスが容易な地域（ゾーンゼロ）に居住していないことは、プライマリー・ヘル

スケア（以下、PHC）上、きわめて深刻な状態と考えざるを得ない。残りの人口の 90％には保健

医療施設が整備されていないことになるからである（ゾーン 1、2、3）。途上国の保健医療問題に

ついては、すべてに優先して、住民が一次保健医療施設にアクセスできる状態にあることが重要

であるからである。この点は今回の合同委員会（JCC ／ Joint Coordination Committee）の席上で

保健省幹部へ質問したが、この点を認識しているとのことであった。このことは今後、この国へ

の保健医療協力を考えるうえで最も気をつけなければならないことである。つまり、一次保健医

療へのアクセスが保証されていない地域や国では、病院の整備はプライオリティが低いことを銘

記すべし。
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6．合同委員会の協議事項

「ラオス小児感染症予防プロジェクト JCC 会議議事録」

1999 年 10 月 14 日 8 時 30 分～12 時 10 分

於：保健省、カンファレンスルーム

　出席者：ラオス側：Ms. チャンタノム（保健省官房長官、オープニングのみ）

Dr. ナオブッタ（副官房長官）

Mr. プーコン（Director of Foreign Relation Division）

Dr. ソムサナ（Director of Center for Pediatric Infectious Disease, 国家

EPI マネージャー）

Dr. プートン（Deputy Director of CPID）

Dr. カムサイ（Staff of Zone Zero Strategy, Institute of Mother and Child

Health）

Dr. シーサワン（Chief of Cold Chain and Logistics, CPID）

WHO　 ：Dr. ヤンバオピン（EPI オフィサー）

UNICEF：Dr. ムン（Head of Health and Nutrition）

日本側　：吉武団長（国立国際医療センター）

増田先生（感染症研究所）

松永代理（JICA、HQ）

長野二等書記官（日本大使館、オープニングのみ）

青木ラオス JICA 事務所長（オープニングのみ）

熊谷ラオス JICA 事務所プロジェクト担当官

黒岩リーダー（兼 EPI ／サーベイランス専門家）

森中調整員

原田母子保健／ゾーンゼロ専門家

野口コールドチェーンロジスティクス専門家

後藤在庫管理短期専門家
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JCC 会議内容

ラオス側Ms. チャンタノム（官房長官）の開催の挨拶ののちに、青木真 JICA ラオス事務所所

長の挨拶、吉武団長の挨拶があった。

（1）Dr. ソムサナの報告

カウンターパートの Dr. ソムサナより以下の報告があった。

1）1998 年 6 月 29 日署名、討議議事録 7 頁のうち（1）－ 4 － 5 の Research は誤植であり、

Search が正しく、Search に変更する。

2）PDM の修正：オリジナルをPDM0（添付1）として、PDM1（添付2）、PDM2（添付3）へ

の修正が以下のとおりあった。

・PDM１：第 1 回 JCC 会議を 1999 年 3 月 18 日に開き、ラオス側と検討し添付の通りに

PDM0 から PDM1 への若干の修正があった。

〔修正点〕Output 2 が、Surveillance system is upgraded から Surveillance system for

EPI target diseases,  especially AFP and measles,  is maintained and up-

graded に。

Output 6 に修正 Basic warehouse management, especially for EPI, is at-

tained が加わった。

Means of Verification の2 －2 にReport of JICA EPI ／Surveillance Expert

が加えられた。

・PDM２：第 2 回 JCC 会議を8 月 3 日に開き、PDM1 は PDM2 へ若干の修正がなされた。

変更の大きな理由は母子健康手帳（以下、MCH）分野で、活動を実際に行うう

ちに、ゾーンゼロ・ソーシャル・モビライゼーション戦略の整備が実はよくな

されておらず、ゾーンゼロの村名も明確ではなく、専門家の活動は、中央レベ

ルのマネージメントを支援することに主におかれ、当初考えられていた成果

をめざすのは、時期尚早であることが明らかになった。

〔修正点〕Output 3, Service at fixed center is improved および Output 4, More par-

ents take Their children for immunization in zone 0 が以下のように修正さ

れた。

Output 3： Zone Zero strategy is clarified

Output 4： Management of zone zero strategy at central level is improved

Output 5： Services of EPI, surveillance and MCH at fixed centers with

zone zero strategy at least in pilot area is improved
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（2）ポリオ根絶：Output 1, 2（以下、最新の PDM2 に基づく）

Dr. ソムサナからさらに以下の発表があった。

・Output 1、2： ポリオ根絶に関するサーベイランス指標は（ポリオ 0 例、非ポリオAFP 報

告率、適正便検体報告率）すべて満たし順調に進展している。上位目標であるラオスにお

ける根絶宣言は、来年の10 月に可能となった。SNID（部分的ポリオワクチン一斉投与）は

88％を達成している。これを推進するための広報活動も、1998 年のバイバイポリオ 2000

年キャンペーンを皮切りに、メディアを利用して活発に行われている。

・Output 2：ミャンマーのラオス国境付近（ラッシオ）で今年の 4 月にポリオ症例が発生し

た。国境を越えてラオスに進入しないように早急な対策が必要であり 2000 年の SNID に

国境沿いのポンサリ県が加えられた。

（補足説明、黒岩専門家）

・急性弛緩性麻痺（以下、AFP）症例を迅速に調査しハイリスクAFP 症例を迅速に把握し、

クラスターで出現した場合にはその地域での迅速な一斉投与が必要である。根絶委員会で

最終判定症例（Compatible Case）をビデオで検討し、症例の証拠を残すなどのアイデア

をだしている。（AFP 症例のビデオを会場で放映）

・HRRI（Mopping － up）を国境の 3 県で行い、さらに戸別訪問で施行するのは、スタッフ

の労力を要し定期接種に影響を与えるため、人口流入の多い郡を選んで負担のない形で迅

速な一斉投与を行うなどの案が必要だ。

【発言】

・進展はめざましい。2000 年が根絶宣言予定で 10 月に京都で西太平洋地域の宣言が予定さ

れている。ラオス政府のご理解の賜物である。宣言まであと 1 年であり、SEARO 地域で

の症例や中国などとの国境地域での SNID などの慎重な対策が必要である。（吉武団長）

・South East Asian Region Office（SEARO）と国境をなすラオスは特に世界宣言まで数年、

根絶後も定期接種率を高く保ちがんばる必要がある。そのためには、今後さらにSNID の

みならずワクチンの定期接種活動の努力を継続していただきたい。（松永代理）

・西太平洋地域での根絶宣言後は、さらにAFP サーベイランスに力を入れる必要がある。特

に SEARO と国境を接し陸続きのラオスは最重要地域である。そのためには、ポリオの

ウィルス分離は今以上に重要になる。ラオスからのラボシステムは感染症研究所としても

お手伝いを続けたい。また中国などはポリオの最終判断に、コンパティブルケースが含ま

れることは、より信頼性の高さを示すものである。（増田先生）

・ICC 会議を通し、さらにプロジェクトの協力で、ポリオ根絶のプログラムは順調に進展し

ている。（ラオス側）

・SNID は慎重に行うことが肝心で、国境地域での対策は大変重要である。11 月にはミャン
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マーと中国の国境会議が開催されるが、ラオス側スタッフを 2 名参加してもらい、この問

題を確実に処理していきたい。JICA との協力で進展はめざましく、ポリオキャンペーン

や新聞広告はラオスの人たちの意識をあげるのに大変効果の高いものである。コンパティ

ブル症例は 1998 年は 15 例あったが、最終段階のラオス根絶委員会で検討された。また、

日本のSNID には、便検体の分離をしていただいていて大変感謝している。また、報告も

迅速で、その仕事ぶりの質の高さが大変すばらしい。今後ともよろしくご協力をお願いし

たい。（WHO）

・ICC 会議を通して、EPI に携わる各機関は互いに協調をとって成果をあげている。国境問

題は実に重要な問題である。また、ミャンマーはWHO の区分では別であるが、UNICEF

ではラオスと同じ区分であるので、コミュニケーションが取りやすく、できる限りのこと

はしたい。（UNICEF）

（3）麻疹サーベイランス：Output 2

黒岩専門家から以下の発表があった。

・日本は麻疹撲滅に対して支援することは決定していないが、ラオスにおいて麻疹の罹患者

が多く、重要な疾患であることは事実である。

・AFP サーベイランスが開発された週例報告をもとに、大きなアウトブレークに対応する

ことができ、はじめて IgM を用いた流行に対する診断の基礎が完成した。さらに地方に

おける流行に対する疫学情報が解明され、5 歳から 14 歳の学童の麻疹陽性率も高い。

・都市部、ビエンチャンにおける、麻疹抗体陽性率が年齢ごとに明らかになり、かなり抗体

陽性率が高いことが証明されつつある。

・ブースターを施行するなら都市部では 5 歳未満、それ以外では学童も無視できない。

【発言】

・麻疹パイロットキャンペーンが始まるが、日本にもまだ麻疹は存在し、麻疹撲滅はポリオ

根絶の数倍の困難さが予想される。当プロジェクトとしては、サーベイランスの基礎づく

りを支援しており、麻疹コントロールの初期段階を支援していることをご理解いただきた

い。（指導団）

・プロジェクトの活動成果は今後の麻疹対策に大変有用である。ラオスでは初めての科学的

な証拠であり、できれば今後、ラオスの北部と南部でも同様の調査をわれわれとともに施

行していけばラオスの実状がより正確に把握できる。（ラオス側）

・コメントにあるようにプロジェクトのデータは、疫学情報および麻疹の抗体保有率は共に

大変有用である。今後サンプル数が増えてさらに信頼性が増えることを期待したい。麻疹
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はパイロットキャンペーンであり、優先は発表のとおりにポリオ根絶である。徐々に様子

をみながら広げて行く必要がある。（WHO）

・麻疹に関してUNICEF はアディショナルなファンドを得ている。資金的に支援できる体

制ができている。（UNICEF）

（4）母子保健、ゾーンゼロ戦略

原田専門家から以下の発表があった。

・Output 3：ゾーンゼロ戦略を明確にすることは、GIS に各村のゾーン（全国の資料がどこ

にもないまま、この戦略が行われていた）を調査し、インプットし、70％は整理でき、進

行中である。またパイロット地域での接種率や施設利用率もデータは得られた。今後ゾー

ン 0、1 での比較を検討していく。

・Output 4：中央におけるマネージメントが極端に弱かった。UNICEF が資金を出したゾー

ンゼロ戦略の会計報告が県からあがってこないなどの問題があったが、専門家がサポート

してすべての県から報告があがり、今後の資金援助が可能になった。効率的な会計報告法

を開発し、計画なども、地区会議を通して完成した。かなり完成度の高い成果でラオス側

が継続していけることが期待される。

・Output 5：機材リストが完成し、EPI のみならずMCH およびマネージメントを考慮した

適正な機材配布が行われ、県のみならず郡レベルでのMCH 活動の向上が期待される。今

後モニターをしていく。パイロット地域はルアンプラバン県のチョンペト郡に選定され、

フォーカスグループディスカッション、KAP サーベイなどを施行し、順調に科学的な

基礎がためがなされている。IEC 活動、保健教育イベントは大変好評で、EPI、MCH に対

する知識を高め、病院に行くことの重要性を住民が感じている。イベントの後のミーティ

ングでは、住民の行政官（郡知事）と実務者（MCH スタッフ）の間で、いかにしたら住民

の施設へのアプローチがより活発になるかを討議され、有用である。今後、ラオス側の機

関が、自分たちで施行できるように活動を進めていく。

・活動ビデオ上映：①保健大臣のバイバイポリオメッセージ（テレビスポット）②プロジェ

クトの活動説明（共にラオス語）

【発言】

・今までゾーンゼロ・ソーシャル・モビライゼーション戦略は小児感染症予防プロジェクト

（PIDP）が開始されるまで、実質的な活動ができていなかった。プロジェクトが開始され

て次々と活動が整理され、具体的な実行可能な活動が提示されている。パイロット地域で

の活動の成果をもとに、ぜひとも全国へ向けて広げていきたい。感謝している。（Dr. ソ
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ムサナ）

・ゾーンゼロ戦略という概念があまり聞きなれない。（ラオス側の補足説明ののちに）。郡病

院や診療所（ヘルスセンター）の支援が重要であるということであろうか？（指導団）

・ゾーンゼロ・ソーシャル・モビライゼーションの概念を説明し、郡やヘルスセンターを強

化、整備することにより、多くの人々を救うことができる。個人的には優先が高いと考え

る。（Dr. ソムサナ）

・郡病院、診療所が重要なことは論をまたない。しかしながらタイへ治療を受けに行き、そ

こでの高額な医療費がかかることを考えれば、ラオス国内に充実した病院があることは望

ましいことである。私もラオス国内で利用したい。（Dr. ナオブッタ）

・ゾーンゼロ戦略の情報が整理され、いままで正確な村の位置、ゾーンごとの数などが次々

と明らかになり、ゾーンごとの接種率も出されようとしており大変大きな成果である。今

後の活動に期待するとともに協力を続けたい。（WHO）

・UNICEF としてはPIDP プロジェクトで整備された活動をどんどん取り入れていきたいし、

チョンペト郡での活動は JICA にまかせている。資金援助をこの有用な活動に投入してい

きたい。（UNICEF）

・ゾーンゼロ戦略の活動がMCH 向上のキーとなり、重要である。それだけに今後しっかり

した活動を行っていきたい。（Dr. カムサイ）

（5）コールドチェーンロジスティクス

野口専門家より以下の発表があった。

・Output 6：中央ワクチン倉庫の棚卸しを開始し、毎月施行しているが、当初めだっていた

記録上の数と実数の不一致は、6 月には完全になくなり、現在も継続している。さらにワ

クチンを有効に使用するシステムを開発しており、月ごとに在庫量と消費予測量のグラフ

を作成して、月例 ICC 会議で提示しながら管理を行っている。9 月の ICC 会議ではワクチ

ンの有効利用を積極的に討論され、さらに保健省（MOH）、関係機関の会議が行われ改善

している。さらに県レベルで最大最小在庫に基づくワクチン在庫管理システムを開始し、

4 月からはすべて正式のフォームを用い、ワクチンの定期請求が 90％以上の県で施行され、

長足の進展をみせている。県、郡レベルの活動をモニターするチェックリストが完成し、

これを用いた地方視察が開始された。

・Output 7：予防接種関連機材の中央倉庫において、マネージメントの基礎である 5 S（整

理、整頓、清掃、清潔、躾）を徹底させ、倉庫管理の基礎を築いた。さらに、床の色分け、

機材の下にパレットを置くなどの倉庫の改善を効率よく行い、モデル倉庫として位置づけ、

JICA、プロジェクトのロゴ入りの看板を設置した。また、初めて本格的な倉庫の棚卸し
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を施行し、それをもとに管理台帳を完成した。出入庫の記録が開始された。順調に成果は

あがっている。

【発言】

・最大最小在庫に基づくワクチンの在庫管理システムが導入され、県レベルの在庫切れ、過

剰在庫が減少し、2 カ月ごとの報告がされるようになったことは大きな進歩である。野口

専門家には任期を延長してもらい、プロジェクトの最後までいていただきたい。（Dr. シー

サワン）

・EPI は日本が自信と誇りをもって支援している分野であり、コールドチェーン・ロジス

ティクスはポリオ根絶、麻疹のコントロールの基本となる重要な分野である。今後は効率

的にワクチンを使用することがますます必要になってくるが、ラオス政府のご尽力でその

体制が着実に構築されていく点はすばらしい。これらのシステムをラオス側が自主的に発

展、維持していただくことを期待する。（指導団）

・ワクチン供与に関して日本は逓減方式をとり、供与国のすべてで毎年 20％の減量を実施

している。サステナビリティー方針は日本の援助の基本であり、貴国の自立繁栄を念じて

のこととご理解いただきたい。（黒岩リーダー）

・ワクチン在庫管理システムの導入やタットルアン倉庫の倉庫管理の基盤が整備されたこ

とは喜ばしい。この分野への協力を今後ともお願いしたい。（Dr. ソムサナ）

・プロジェクトの参画以来、ワクチン管理、倉庫管理など飛躍的な進展をみせている。県レ

ベルでの在庫管理も初めて正確に開始された。今までなかなかわからなかったワクチンの

在庫状況の問題点を早期発見することができ、具体的な対策を立てることが可能になった。

地方視察でもチェックリストにより問題点が明らかになり、対策をとることが可能になっ

た。大変すばらしい活動で感謝している。（WHO）

・サブコミティーを通してワクチン管理が確実に整備されている。特に緊急時のフロー

チャートは、MOH、JICA、WHO、UNICEF がプロジェクトの呼びかけで一同に会して作

成したもので、ワクチン中央倉庫の危機管理に対する貴重なシステムで、今後、ぜひ残し

ていくべき重要なものである。（UNICEF）

（6）機材配布状況の進展、研修員の成果、メディアにおける紹介

森中調整員より以下の報告があった。

（7）来年度プロジェクト計画の説明（黒岩リーダー）
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（8）ラオス側報告（Dr. ソムサナ）

供与機材、日本への研修員の成果、特にワクチンの有効活用の改善、進展へのラオス側の

取り組み。さらに技術移転における成果などが述べられ、日本の協力に対する謝辞が述べ

られた。

最後にDr. ナオブッタから実に活発な会議でありすばらしかったと感動のコメントがあり、黒

岩リーダーからプロジェクトに有用であったと謝辞が述べられた。団長から、ポリオ根絶を目

前にしてメンバーの気持ちが引き締まることができ、大変有意義な会議であった点が述べられ、

さらにプロジェクトはラオスに対して支援しているに過ぎず、活動の主体はラオス側にあるの

で、次回の JCC 会議では他の専門分野でもカウンターパートが主体的に発表をしていただくよ

うに提言された。





附　属　資　料

①　ミニッツ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②　JCC 資料
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